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経 済論叢(京 都大学)第IGAk第1号,1995年]月

年功賃金 とヒックスの平均期間

豆 は じ め に

逸 見 良 隆

最近,い く人かの論者達によって,経 済成長鈍化,人 口高齢化などの新 しい

環境条件の出現によって,い わゆる日本的雇用慣行を維持するだけの条件が失

われつつあることが指摘されている。いわゆる日本的雇用慣行は,終 身雇用,

年功序列賃金,企 業別労使関係か ら構成され,そ の概念規定,そ の成立の契機

にはいくつかの論議がある。年功賃金体系を説明するのに,第1に 労働力の質

あるいは熟練度の違いを強調する仮説と,策2に 保障すべき生活費に応 じて賃

金が支払われるという仮説,さ らに労働組合の力な り制度的な定着なりを強調

する仮説がある。新規学卒者中心の採用方式である終身雇用制は以下で説明す

るように必然的に,年 功職階的な人事処遇のあ り方,年 功序列賃金をもたらす

..ので,た んに年功賃金だけとりだ してピラミッド型の年齢構成がくずれた老齢

化社会では,人 件費 コス トの増大から年功序列賃金をただちに廃rLせ よという

のは問題である。だか らといって,高 度成長にともなう企業規摸の拡大とビラ

.ミッド型の年齢構成にささえられ,画 一的機械的に運用された年功序列的な人

事管理や賃金制度を,そ のまま新 しい環境条件でも維持するこ.とも行き過ぎで

ある。

そこ℃問題 となるのは,終 身雇用制と年功序列制がいかなる形で結びついて

いるか,で ある。終身雇用制の下では,採 用はもっぱら新規学卒者を中心にお

こなわれるので,企 業で必要な知識,経 験は,企 業内訓練で習得することにな

る6r.その場合,.ど のような知識,経 験を労働者の身に付けさせるかは,.企 業が
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決める。この問題については労働者は主体性を持たない。企業は一方的な判断

によ6て,労 働者を自由に配置転換でき,そ れを通して企業にとって必要な技

能を労働者に習得させねばならない。小池和男 〔4〕が指摘したように,ど の

仕事につき,ど こへ次に移動するかが,ど のような熟練を持つかを決めるので

ある。.自由な配置転換のためには,職 務 と賃金の結びつきをゆるやかにし,仕

事の内容に関係な く一定の賃金保障を与える年功賃金が必要となってくる。 日

本では,配 置転換についπは労働者は何の発言権 もなく,い っさいを企業にま

かせ,主 体性をもたず,ど のような仕事につけるかについては非常に不安定な

立場にたたされているのである。その代償 として,労 働者が企業の命令通り一

生懸命働らけば,必 ず将来賃金が上がってゆくとい.う年功賃金が生成してきた

と考えることも出来る。欧米においては,先 任権制度が発達 してお り,企 業は

自由に労働者の配置転換を決定することが出来ない。

この論文では,以 上で述べて来た雇用慣行,特 に年功賃金が労働供給構造の

高齢化 という新 しい環境条件の下で,い かに変容するかを考察するモデルを構

築 し,い くつかの分析結.果を導きだすことを目的とする。それとともに,年 功

賃金を分析する過程で導出された ヒックスの平均期間の概念の理論的背景,経

済学的含意を検討する。だがその前に,年 功賃金が,人 的資本論,内 部労働市

場論,不 完全情報の経済学,不 確実性の経済学,等 の経済理論の立場からいか.

にとらえられるかを概観することから始めることにする。

II雇 用慣行の経済学的説明

経済学の歴史のなかで傍流の地位におかれて来た労働経済学を見直そうとい

う立場には,一 方では,労 働の固定性を中心に企業の内部組織の形成要因を経

済学を超えたよ り包括的な,あ るいは,.よ り拡散的な人間行動の契機からさぐ

ろうという社会経済学の立場がある。他方,以 下,こ の節で紹介 し,解 説しよ

うとする論者達は,い わば出来るかぎり問題領域を外側に向か.って拡げる 「外

延的」アプローチではなく,問 題領域を狭め,説 明原理を特定なものに限 り,
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そ の 原理 で どの程度具体 的 な現象 が説明 され得 るか を窮め よ うとす.る 「内包

的」 アプローチ を採用 している と考 えられる。つ ま り,限 られた狭い領域 を緻

密 な分析道具で掘 り下げ一応確 固たる理論 を作 り上 げた後 に,外 側 に向か って

視野 を拡げ よ うとい う方法論なのである。

労働経済学 は,ア メリカでその存在 を確認 され た内部労働市場の概 念を取 り

入れつつ,シ カゴ学派の人的資本論を中心 に,.不 完全情報の経済学,不 確 実性

の経済学,組 織の経済学を媒介項 に理 論経 済学者 をまきこみつつ,1つ の経 済

学 の フロ ンテ ィアを形成 している。その背後 には非 自発的失業 とか インフレー

ション等の ケインズ経済学やマ クロ経 済学 の問題意識が あることも事実であ る。

GaryS.Becker〔1〕 は企 業 内訓練(on-the-jobtraining)に つ い て,か つ

て次の ような ことを述 べた ことがあ る。 「その(雇 用慣行 の)存 在 は認識 され.

て い るが,定 式化 された ことはかってな く,経 済分析 にか けられ,そ の含意が

ぎわめ?く.さ れ た ことはなか った。」明瞭 な形 での定式化 は,論 者 の間で のお

互 いの誤解 による議論の混乱を取 り除 き,事 態 の正確 な認識 に役立ち,従 って

経済政策 についての コ ンセ ンサス形成を スムーズに運ぶで あろう。 この観点か.

ら,わ れわれ は,.簡 単で はあ るが,ポ イン トを捉 えたモデルを第3節 で提示 し,

そ のモデルの ワーキ ングを調べたい。

まず,労 働 の固定性の意味であ るが,そ れはある特定 の企業で の勤続期間が

長期化す る ことであ る。勤続期間の長期化,そ の窮極 の形と しての終身雇用制.

は何 らかの経済学的理 由で説明され得ないであろ うか。年功賃金 は終身雇用制

があ って,は じめて形成 され る ものである。年功賃金 は勤続年数 を基軸 と した

賃金決定で あ.り,年 数が長い ものほ ど賃金の額 が大 きい。 したが って高度成長.

期 の ように労働力供給構造が ピラ ミッド型で相対 的に若年労働者 の数が多いほ

ど企業の利潤 を高 める年功賃金が採用されやすいであろ う..。.今後,高 齢者の比.

率 が増 大 し,そ れ に ともなって,労 働者の平均年齢 が上 昇 してい く時 に,.今 の

ままで年功賃.金を維持す ることは きわめて困難であろ う。

.ま たGaryS.Beckerが 重視 した企業 内訓練(仕 事 に付 きなが らの訓練,職
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場 訓練,On-the-jobtlai【 廿ng)も,い かな る雇 用慣 行.が生 成す るか に大 きな影

響 を与 えるだろう。企業内訓練が重要 な産業や企業で は,勤 続期間を長期化 し

た方が望 ま しいであ ろう。そのためには,長 期勤続者 に高い賃金 を支払 う年功

賃 金が採用 され るのは 自然で あ る と考 え られ る。Becker〔1〕 は企業内訓練

が導入され る時,企 業の利潤極大化行動 は必ず しも.各時点 において労働 の限界

生 産力 が市場賃金 に等 しい ことを保証せず,全 勤続期 間を通 じての収入 と支 出

の現在価値が等 しい,す なわち

訓練 中の限界生席力+訓 練 後の限界生産力

=訓 練 中の賃金+訓 練 に:要した費用+訓 練後 の賃金

が成立す る とい う仮説 を提出す る。雇用 の個 々の局面で,賃 金 と限界生産力 は

等 し くない とい うのはD㏄ringerandMore〔2}の 内 部労働 市場での発見 で

もあった。

さらにBeckerは 企 業内訓練 を一一一般的訓練 と特殊 訓練 に分 ける。訓練 をほ ど

こす企業 に対 してと同様 に他企業での生産性 を同 じだけLげ る一般 的訓練 にお

いては,そ の訓練費 は労働者が負 担 し,訓 練 を与 える企業 に対 してのみ労働者

の生産性 を大 き く増大 させ る特殊 訓練 では,そ の企業 も訓練費 を負 担す る。 そ

して年齢 ・賃金 プロファイルの勾 配は訓練費が大 きいほど大 き く,労 働 移動 条

件 が移動 しやすい な らばゼ プロ ファイルの勾 配が急で あ る。 また特 殊訓練 の

ケースにおいて,労 働 者 と企業が どの程度,訓 練費 を負担 す るかは,労 働移動

の可能性 に密接 にかかわ っている と考 える。 これ に反 し,伝 統 的な企業理論 に

おいては,す べての企業 を通 して賃金 と限界生産力 は等 しく,企 業個有 の訓練

は存在 しないので,あ る企業の労働力が常 に同 じ人 々か ら構 成されているか,

急 速 に移動す る人々か ら構 成されているか は,ま った く重要 でない。つ ま り伝

統 的理論 において は,労 働 移動 は何 の役割 も演 じていないので,当 然 に無視 さ

れる。

特殊訓練 の場合,訓 練費が企業 によ って負担 されれば労働者 が離職す る こと

に.よって企業が損失 をこうむ り,労 働者 によって払われれば一時解雇 され るこ



年功賃金とピックスの平均期間(57)57

とに よって労働者 が犠牲 をこうむることになる。そのため企業 は訓練 の収益 の

一部 を訓練後 ,労 働者 に賃金 と して与 えること.によって,離 職 の可能件 を減 ら

そ うとす る。 もし,賃 金が上昇す ると訓練生の数が需要量 よ りも大 きくなるの

で,訓 練費の負担 とその収益 を被雇用者 にわたそ うとい う力が働 く。 それ らの

負担割合は,結 局は離職率 と賃金,一 時解雇(レ イオフ)率 と利潤 の問の関係

によって決ま る。

一般的訓練 の場合 では
,企 業 はそ の労働者の移動に関心 を持 たず,そ の訓練

費用 は労働者が負担するので,賃 金 プ レミアムを与え ようとい うイ ンセ ンテ ィ

ブを も,も たない。特殊訓練 の場合 は訓練 な しの場合や,一 般 的訓練 に比 らべ

労働者は離職 しに く く,企 業 は解雇 しに くい。

以上,述 べて来た一般 的訓練 と特殊訓練 における訓練費の企業 と労働者 の間

での負担割合 と,年 齢 ・賃金プ ロフ ァイルの勾配,労 働移動条件等 の間の相互

的関係 は第3節 及び第5節 で正確 にかつ詳細 に分析 され る。

佐野 陽子・〔11〕は,わ が国 の年 齢 ・賃金 プロフ ァイル につ いて次 のよ うな

フ ァク ト ・フ.アイ ンデ ィングを確認 してい る。

(1)年 齢 ・賃金 プロフ ァイルは昭和11年 と昭和42年 で きわめて類似 してい る。

② プロファイルの勾配 は,男 子 は女子 よ り,製 造 業は鉱業 よ り大 きい。

(3>男 子 若年者 は,製 造業 よ り鉱業の方が賃金が高い。

㈲ 女 子の賃金 は年齢 と無関係であ る。

そ して,産 業 と性 に よるプ戸 ファイルの相違 は訓練投 資 の大 きさの差 異 に

よって説明可能だ と考える。女子 は男子 よ ゆ企業内訓練 が少な く,男 子 の場合,

鉱 業 は製造業 よ り訓練が少 ない。 そ して,製 造業男子の訓練 は鉱業 に比較 して

一般性が強い
。また規模別賃金格差 をみ ると,同 じタイプの労働力 をとって も,

大 企業ほ ど年功型が現 われ ている。 それ は大企業ほ ど訓練量が多 い とい うこと

によって説明で きる とす る。以上の考察か ら佐野 はBeckerに 従 が って,わ が

国の年功賃金制の成立につ いて企業内訓練が重要な役割 を演 じてい るので はな

いか と推測 している。 よ り最近 の年功賃金の決定要因の実証的研 究 について は

絹
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小野旭 〔9〕 が詳 しい。

次 に労働市場 にお ける不完全情報 と不確 実性 の問 題にふ れ よう。Salopand

Salop〔 ユ0〕は,労 働市場 におい て労働 の質 の差を容易 に企業が把握で きない

とい う問題を取 り上 げてい る。 ここで質 とは,潜 在的生産能力,訓 練 への適 合

性,期 待 勤続期 間で ある。その時,幽いかに企 業は労働者が うそ を申告 す る可能

性を取 り除 き,出 来 るだ け安い費用で労働者 の質を区別す るζ とが出来 るだ ろ

うか。その方法 の第1は,ス クリーニ ング ・デ ィバイスで あ り.,必 要 な特性 と

相関のある観察可能 な変数 を取 り上げ,そ れ で労働者 を格付 け しょうとす るも

のである。観察可能 なもの としては,過 去 の労働経験,学 校 成績,人 種、性,

容姿 があげられている。 これ らはSpenceの.イ ンデ ックスに対応 してい る。

第2の 方法 は,セ ルフ ・セ レクシ ョン 。デ ィバ イスであ り,応 募者 の市場行

動 を通 じて彼 あるいは彼女 自身につ いての正 しい情報 を顕示 させる一種 の価格

装置 である。 たとえば,能 力あ るものは高い教育水準 を選 ぶ ように教育水準 に

よ って賃 金格差 をつ けることな どが考え られ る。われわれ のここでの問題 と関

係 を持 つのは,労 働移動 を最小 にす る純粋 のセルフ ドセ レクシ ョンで あ る。労

働者 の賃金 を勤続期間 とと.もに増加 させ るこ とによって,転 職率の低 い人が そ

.の企 業に応募す ることを促 進 し,転 職率 の高 い人 はその賃金 スケジ..ユ」ルで は

応募 しないようにす ることが出来る。つ ま り,う そをついて短期 で離職すれば

損す るように保証金を労働 者か ら徴収す るのであ る。つ ま り年功 賃金 は,転 職

率の低い人 を選 びだす制度 とい うふ うに考 えられてい る。

不確 実性の経済学 に関 してい うと,Azariadis,Baily,Gordonな どに よる暗

黙 の労働契約の理論がある。有効需要 の変化 によ り賃金や雇用量 は変動す るけ

れ ど も,そ の変動の リス ク(危 険)は 雇用者 と被 雇用者 の問で分割 して負担 さ

れる 。雇用者であ る企業 は,資 産 も多 くリス ク(危 険)分 散 を図 る ことが出来

るか ら リスク(危 険)に 対す る態度 は中立的で あ る。被雇用者 は出来 るだけ リ

スク(危 険)を 回避 しよ うとす る。その結 果,被 雇用者 は賃金水準の低下 と..い

う保険料 を.支払 って も安定 した賃金水準 を確保す るので,賃 金は有効需要水準

ー
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の変動 に関りなく硬直化す る。.さらに,ど んな状況においても常にレイオフ

(一時解雇)さ れることはない という完全雇用契約が実現される条件が導出さ

れる。その条件は,(1)雇 用されない時の効用が非常に低いか,働 被雇用者が要

求する効用の期待値が非常に高 く,雇 用された時の賃金所得の限.界効用が非常

に低い場合に可能になる。完全雇用契約を終身雇用制と解釈すれば,暗 黙の契

約の理論からこのように終身雇用制は説明されるのである。

IIIモ デ ル

利潤極大化 行動 を採 る1つ の企業 を考 える。その企業は1つ の内部労働市場

を構成 し,新 規学卒者 のみ を新 らた に職階の最底辺か ら採 用 し,先 任権 によっ

て昇進 させ,そ れに応 じて賃金率 も上昇 させ ると仮定する。勤続年 数とともに

賃金率 が上昇す る と同時 に,企 業 内訓練(on-the・jobtraining)に よ って各労

働者の熟練 も向上 す ると仮定す る。その企業が実物資本 と有'効単位で測 った労

働量か ら生産す る財貨 はすべて売れ,そ の販売収入か ら,資 本賃貸料 と賃金総

額 を取 り除いた残 りが 企業利 潤 とな る、現在時 点 を∫とす る。 そ して各労働者

を,採 用 され入社 した時点 裂によって区別 する。"労 働者 の'時 点 における勤

続年 数はt-vで あ るか ら,η 労働者 のf時 点 にお ける生産能 力はP(t一 の,

賃 金率 は 妖'一 の であ らわ され る。γを資本 レンタル,Tを 各労働者が企業 と

契約 を結ぶ勤続期 間 とす る。.また新 規労働者 の数 が8即 の速 さで増 えてゆ くと

仮定す ると,'時 点 にお ける利潤 π,は

万一F(阻 ゆ一・邸 ∫二汐('一雌 ゴ〃

一F@∫ 二!('一 ・)狸 ・)一峨 一∫二
,庶 ・)・咄

・表示ざ禍.こ こ脳 ・実物躰 存櫨 ムー∫二!('一 ・)囲 ・鮪 効単

位で測 った労働量,F(κ,ム,)は 生 産関数 をあ らわ している,、

年功賃金 妖 ト の を分析 の便宜のために,線 型 に限定す る と,

.

ノ.

欄
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〃('一 の.≡ σ十 わα一 の

と な る 。 そ の 時 乃 は

炉F@∫ 二
,P(ガ切 司 一・飾 ∫二,{・+わ('一の}幽 ・

π,を 一 定 水 準 に 保 つ(α,の の 組 み あ わ せ,等 利 潤 曲 線 を 求 め.た い 。 全 微 分

4π,を と り,そ れ を ゼ ロ と 置 く。 以 後,サ ブ ス ク リ.プ ト,',は 議 論 の 展 開 に 無

関 係 と な る の で 適 宜 省 い て い く。

do=(Fe-r)d1(+F乙Pの8"〔 卜丁,∬

一(σ 十 かア)6鮒 一7♪4T-e"「g(n;T)da十 β所g
"(n;T)助;0

ここで,職 は,融 分 募 器 をあらわ ・,・(・の 一∬ ・咄>q

庶 η 一∂鶴 η 一一∫㌦ 聞 ・〈・であ・詮 業は利灘 大化行動を採・

ので,&=7が 成 立 す るよ うに,実 物資本 の借 り入れ量 を決め る。等利潤曲線

は4π=0を 充 たす(α,ω の組みあわせであ るか ら π=斧 でのその傾 きは,

面
4う ・=丑1

9.(n;T)
g(n;T)・,B-nT(n;T,乳 、・・の&一 ・・+・・…(・)

であ らわ され る._過 一 は,Hicks...〔31のValueand
9@の ∫㌔劾

Capital,第14章 へ の補論で提 出 された概念,平 均期間 に対 応す るものであ る。

鶴 ・次… 雄 質・融

晶{象捺鍔}・・骨 膿 鍔}・・

1

∬・猷

この符号 の証 明及 びヒ ウクスの平均 期間につ いては第4節 で詳 しく述べ る。

次に,こ の企業に採用される労働者の行動を考えてみよう。各労働者偉当該

企業内の賃金の割引現在価値 曜 と勤続期間 丁に関する効用関数

σ(照 η

を持つも・け ・・ここで.{浄 嶋¥¥� E�E�ﾅ�｠�E・asOT�E� 挙 � p�

E延長は他企業での所得機会および余暇を奪うからである。また.Wは,7を 利

㌦



年功 賃金 とヒ ックスの平均畑間 (61)61

子 率 とす る と,.

躍一∬ ・一(・+・ ・)・・一鹿・(… 出(…)

で ある。効用水準 σ を一..一定に保つ(σ,δ 〉に対 す る無差 別曲線の傾 きを導 出す

るため に,ひ の全微分 を0と 置 く。 その時,各 労働 者は奴隷で はない ので,

(a,b)が 与 え られた下で ひ を最大にす るよ うにTを 選択す る もの と仮定す る。

dO={9(・の4・一争(r;T)4わ}器.

弓 偏 写4鉾 器4τ

労働鋤 用極大化・ら9耀 ・客勤 ・癩 るので,　 ・.… 為

無差別曲線の傾きは.,

器1面 一象9碧 く・...、....(・)

である。...

次 に(α,の が無差別曲線 と等利潤曲線の上 を動 くにつれ て,勤 続期 間 丁が

どのよ うに変化す るか を考察 しよう。.

σ(四7')を 簡 単化 のため に次の ような ものに特性化 しよう。

σ(四7「)呈 躍一γ(T)

こ こで.,さ ら に,ゾ の>o,V,『(T)>q.TV"'の ≧1(y'の のT}こ 関 す
ゾ(T)

・勤 性が・肚)・ 仮定・・う訓 ま非 ・で決定され・から,

ae-7T十 δTθ一「7-=V"(T).

こ こ で 上 式 の 両 辺 の 全 微 分 を と る と,

。。.静 ・
re'rV'(T)+〆 ナ〆(τ)一 δ

が得 られ る。仮定か ら,分 母 は正 となる。
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・瑚 ・離 別曲線 ・を動 ・時 好 一器L,+・ 一驚 ・… であ

るので,う が増 え,α が減少す るにつれて勤続期 間が長 くなる。上述の性質

妾際1鍔}・・

か ら,無.差 別曲線 は原点 に向 って凹であ る。図3.1を 参 照。

(α,の が等利 潤曲線 の上 を動 く時,勤 続期 間 τは どの ように変化 す るか。δ

が増加 しなが ら,等 利潤 曲線が下か ら無.差別曲線 を切 っている場 合は

分子一鶴 …dadbu 一一一〇+・認 鍔 ・…

であるので,等 利潤曲線 と無差別曲線が接するまで,勤 続期間は長期化する。

すなわち訓 ㎡ >0で あ る。

等脚 線・傾…(.1)・ 右辺・第・鰐 雛 ・第・項・よ・て決・

るの で,原 点 に対 して 凹 で あ るか ど うか はた だ ち には 言 え ない。 も.し,

P(T)丸 くα+bTな ら,接 点 まで は第2項 はマ イナ.スとなるので,こ の第2項

は傾 きを急 にす る ことに寄与す る。

も し,企 業 内訓練や習熟 がな くP(t一 の が常 に1に 等 しいな らば,企 業 の

o

効用水準高い

b

.図3.1
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利 潤 極大化行動 か ら次の こ.とが成 立 してい る。 も し,FL≦ α≦ω(ト の な ら労

働者の数を減 らした方が,逆 に 凡 ≧μ+6T≧ 躍(ト の なら増加 させ た方が,利

潤 を増大させ るので,

α十め7>凡>8

が 成 立 してい る。

次 に,企 業 と労働者 の間でいかな る雇用契約が結ばれ,ど のよ うな雇用慣行

が成立す るかを見 よう。 よ り具体的 には,.ど の ような賃金スケ ジュール(α,の

と勤続 期 間(定 年)7'が 双 方 に よって選 らばれ るか。労働者が この企 業 と契

約 を取 り決め るのは,当 該企業での効用が,他 企業での就業機会 の もたらす満

足度(λ)に 等 しいか,そ れ以上 の時だ けであ る。すなわち,

び{ag(7∫7噛)一 う97(宥7亀),η ≧λ

各企業 は,こ の無差別 曲線 の.ヒで最大.の利潤 を もた らす ものを選び,労 働者 と

契約 を結ぶ。 図3.2を 参 照。 も し各企 業の利潤 が正 な らば,新 規企 業の参 入

が起 こ り,市 場均衡 の λの上昇が起 こ り,長 期均衡 におい ては各 企業の利潤

は0と なる。す なわ ち,長 期均 衡の契約解(が,う*,7*)は,利 潤0の 等利潤

曲線 と労働者 の無差別 曲線 の接点 となる。さ らに,こ れ ら2つ の曲線 の接点 は

1つ しかない と仮定 しよ う。

.、.

等
利
潤
曲
線

α

、 、 、
、 ＼
＼一 、 、、 、
、 、、

、 、、
、
、 ＼

、
、

、
＼

＼ ＼

＼

熟
、 、 、

、 、i

}1

労働者の無差別曲線

利潤大

o

図3.2

b

一
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9(n;T)

潤 曲線の形状 の議論か ら,

題 が得 られ る。

第155巻 第1号.

9.(n;T)が π の単調増 加関数であ ることと
,上 述 の無差 別曲線お よび等利

ここで はその証明は詳述 しないが,以 下の2つ の命

〔命題1〕

彪≧γならば,そ してその時に限って う*≧0。

〔命題2〕

も・歴・・な蝋 劣 ・・そ・て 需 …

農

.

匿
F

緊

これ らの命題 によって,利 子率 との比較 においてよ りピラ ミッド型の労働力

年齢構成がよ り年功賃金的 な雇用契約 を導 び き出す こ とが明 らか にな った。ま

た,今 後,η が減少 して ピラ ミッド型 の年齢構成が くずれ,筒 型に近い ものに

なってい くと,労 働者 の無差別 曲線 は変 らないが,等 利 潤 曲線 の傾 きが急 に

なってゆ き,接 点 が左上方 に移動 してゆ き,年 齢 ・賃金 プロフ ァイルの勾 配が

よりゆ るやかにな り,年 功賃金が崩れてゆ くとともに,勤 続期間.(定 年)も 短

縮されてゆ くことが しめ された。

Wピ ックスの平均期間

ピックスの平均期間の理論 は取 り上 げ られ るこ との比較的少ない学界の注 目

をほ とん ど受 けた ことのない研究 テーマで ある。 に もかかわ らず佐波宣平教授

は,弾 力 性 に関す る経済 理論の入門的ハ ン ドブ ックであ る 〔12)に お いて,

数 ある弾力性 の ユつ と しての ピ ック スの平均期間を取 り.ヒげてお られる。 ピッ

クスの平均期 間とは,異 時点経済 において,期 間(時 間)が 現在時点(1か ら,

将 来時点 ア まで進行 する時,.そ れ らの2点 の問 にある期 間(時 間)の 加 重平

均で ある。その加 重平均 の ウェイ トと して何 らかの金額の流列の割引現在価値

を採 った ものであ る。

・ 離散 的時間モデルで は平均期間は
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7..7印.

Σ㍑(つが 己」{拘(')が}

号 一r"04西 一..(3)

勘(の がxx(t)v'
0.0

と牢義 され る。 ここで ∫は期間(時 間),エ(の は何 らか の金額 の流列で ある。

v4v1+
r'割 引 要素 ・は不IJ子率舷 示 ・ている.

ValueandCapital[3〕 は ノーベル賞経済 学者 ヒ ックスの代 表的著書 であ り,

価 値理論,一 般均衡理論,資 本理論が取 り扱われ ている。 その内容 は第1部 ・

主 観 的価値 の理論,第2部 ・一般均 衡,第3部 ・動学 的経済学 の基礎,第.4

部 ・動学的体系の運行,の4部 に分か れている。第3部 の第14章 ・所得 への補

講 において初めて平均期間の概念 が導入 され た。 異時点経済 において,所 得 の

定義 は,所 得 を定義する収入の標準流列 の とり方 によって複数個あ るが,収 入

のあ る特定の標準流列に対応 する ものを一定 の所得 と定義す る。次 に比較 の対

象 と してあ る予想収入の流列 を取 り上 げる。そ してそれ ら標 準流列 と予想収 入

流列の割引現在価値 が同一の額で あるとす る。その時,

そ の予 想収 入流列 の平均期間

〉その標準流列 の平均期間

な らば 利子率 の下落(割 引要素の上昇).は その予想収入流列の割引現在価 値

をその標準流列 の割引現在価 値 よりも一層 多 く高 め,従 って,こ の定義 による

所得 を増加 させ ることにな るのである。

.これ ら2つ の流列で割 引現在価値が 同額で,予 想収入流列の平均期 間が標準

流列 のそれ よ りも長い とい うことは,平 均期 間o定 義 において,分 母は同 じで

分子だ けよ り大 きい とい うことで あるか ら,予 想収入の流 列は標準 のそれ に比

較 して よ り遠い時点に ウェイ トがあ る,す なわち標準 のそれ と比べ て全体 とし

て,時 間の経過 につ れて増加傾向 にあ る,ク レ ッシ ェン.ドであ ることを意味 し

ている。平均期 間は,比 較の対 象 となる金額 の流列が よ り近い時点 とよ り遠い

時点 に どの程度の ウェイ トを持 って配分 され てい るか を,相 対的に比較,計 量

す る測度 とな ってい るので あ る。
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時間の進行 を離散的 に考.えると〔3)の ように平均期 間は弾力性の表現 とな る

が,時 間が連続 的に進行す ると考え ると次式(4)の よ うに弾力性の表現 にな ら

ないこ とに注意すべ きであ る。

∬ ㍑ω ・一望

.

」.
1

∬ 瑚 ・一働 ∬ ・(の・咄

・{∬rω画}

dr
(4.)

佐波教授は 〔12〕において,Hicks〔3〕 に従って次のような命題を数学的解

析によって導出した。

1).利 子率の下落(割 引要素の上昇)は 平均期間の延長にみちびき,反 対に,

利子率の上昇(割 引要素の下落)は 平均期間の短縮にみちび く。

2)丁 期間全体で収支が均衡 しているとしよう。.その時,収 入の割引現在

価値と支出の割引現在価値の差の流列が時間の進行に関 して,単 調増加な

らば,収 入流列の平均期間〉支出流列の平均期間 とな り,単 調減少なら

ば,収 入流列の平均期間〈支出流列の平均期間 となる。つまり2つ の差

の流列が単調増加(減 少〉であることが,そ れぞれの流列の平均期間の大

小関係のための十分条件 となる。

3)O期 から 下期までの収入の割引現在価値の和 と支出の割引現在価値の

和が等しくて,収 支が均衡 している時,利 子率の一L昇(割 引要素の下落)

が収支状態を良化するための必要十分条件は,支 出流列の平均期間が収入

流列の平均期間よりも大きいことである。言いかえれば,ヒ ックスの貸手

(借手)型 計画が,利 子率の上昇が収支状態を良化(悪 化)す るための必

要十分条件となる。

佐波教授は離散型時間モデルで証明を実行 したので,以 下では連続型時間モ

デルで証明することにしよう.。

1)の 証 明
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£{膿
一1

{∬.x(t)e一"dt}

〔67)67

}..、...『1.

.{∬ 〆・ω ・…4孤 丁・(の・瑠 一(∫7離(の 門')り く・

(シ ュ ワルツの不辱式 よ り〉

(佐波教授 の証 明法 よ りも,比 較的 によ り簡単で ある。)

また,佐 波教授 は触れ てい ないが,

購淵.
{∬、油 ・{　瞭 ・{・ 卵 ∬・一}

云 η乙一・・∬ ・(の・一働 ∬ ㍑(')ぬ

{」:s(t)e"dt}2.

　
一

∬ ・ω ・一・ゴ'

0>
一

が成立す る。

2)の 証 明.

R(t),S(t)を そ れ ぞ れ 収 入 の流 列,支 出 の 流 列 と しょ..う。R(r)e一 擢一

S(の 〆'が 単調増加(減 少)関 数 ≒仮定 しよう。 また,

∬ 〔R(t)e一"一 ∫(t)e一 ・り認 一 〇

ゆ え に,1ぞ('*)θ 一「'㌔ ∫('*)θ 一7`*=0と な る よ う な'*が 存 在 す る 。 こ こ で,

T>'*>00

従 っ て

臣

一

三唾

嗣
.

申
.
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∬ 脚,'一 繍 凶 　 ∬ ・・嗣 二… 凶 ・・一峨 ・

霊::響鑓:∴.
∬ 尺(')・一働 ∬5(の ・一咄

由 の証明

・一∬ ・・①'一 ・・'・融

ここで,。 は収入の割引號 価値の合計か ら畑 。割引扁 磁 ・合計を弓i

いたもの,全 期間にわたる収支状態をあらわ している。

馨ジ兜
か・瞬 ∬璽・塑 即

北47

従 っ七

誓姻

最後に,

∬s(の ・一"dlforR(t)e一 聯

この節の議論の本質についそいくつかの注意点を指摘 しておこう。
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1.収 入 あ るい は支出の流列 の割引現.在価値 に対する利子率 の変化 の効果の

.大 き さ は 式(4>に み られ る よ う に,7に 関 す る 微 分 で 得 られ た

一∬ ㍑(')・瑠 ・矧 ・な・.・ れ・・,粧 嚇 ・か ら・経盤 剛 期
し

間)'が 長いほ ど'に 比例 して,利 子率変化 の現在価値 に及 ぼす 効果 の大

きさはよ り大 きい とい うことを意味 している。 これ はあ る意味 においては

至極 当然 のこ とであ る。

2.佐 波 〔12〕の 第8章 におけ るよ うに,流 列 頭 の が γの変化 に もかかわ ら

ず 奴 の の ままで不変であ る と仮定す る と,利 子率7の 下落 は加重平均 を

計算す る上で のウ ェイ..ト駅 加 一ηあるいはx(t)が が 全体 と して時間 軸の

遠方にずれてゆ くので,.平 均期 間が長 くな るのは当然で あろ う。

3.Hicks〔3〕Value.andCapital,2ndeditionの 第 ユ7章及び森嶋 〔6〕 消

費者活動 と企業者活動(下)で は,利 子率 の下落 は企業 の生産計画を変 更

せ しめ,従 って企業の産出量(投.入 量)あ るいは余剰 の流列 エ(の は変化

する。その時 企業 の動学的均衡の安定条件 あるい は企業の利潤極大化 の.

2階 の条件が利子率下落 による平均期 間の延長 を尊 びいてい.る。なお,森

嶋 〔7〕 も参照 されたい。.〔7〕 におい て,森 嶋通夫教 授 は,佐 波 〔12〕

の 中のもっとも専門的な部分 はその第8.章,平 均 期間の理論で ある と述べ

ておられ る。

4.同 一 の流 列 の 割 引現 在 価 値 の所 で比 較 す れ ば,平 均 期 間 の大 小 は

∬ 醐 ・…粥 大小に,・・いかえれば'・ ・(')・一・の相関・膿 ・大小

に帰着す る。後払いの方が よ り大 きな'に 対す るウェイ トが大 き くな り,.

平 均期 間が長 くなる。逆 に平均期 間が長 いとい うことは相対的に後 払い,

す なわ ちク レッシェン ドで ある とい うことであ る。

V企 業内訓練 と賃金プロファイル

企業内訓練は,労 働者と企業の雇用慣行にいかなる影響をもたらしているか,

この問題を第3節 のモデルを使って次 に分析 してみよ「う。企業内訓練 の結果
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P(t一 の が1よ り大 き くなる と,利 潤 πの定義か ら容易 に理解 出来 るよ うに,

Pα 一〃)が1で あ った時 と比較 して,同 じ利潤 を もた らす等利潤 曲線 は外側 に

拡が る。あ る(6,わ,T)の 下 で,た とえば π=0で あ った所 は,い まや π>0

とな る.Becker〔1〕 が 区別 した一般 的訓練 と特殊 訓練で は訓練 費の負担 及

び年齢 ・賃金 プ ロフ ァイルの勾配 は どう異な るか。 それ らの関係 に,離 職率

(その裏返 しとしての勤続期間)は いか にかかわ るか。

訓練費 は労働者 のため に企業が支払 う粗 の コス トと労働者が実際 に受 けとる

ネ ットの賃金 の差 として とらえ られ る。だか ら.企業 内訓練の結果,企 業が.支払

い うる@6)の 組 み合わせば外側 に向か って拡大す るのだが,労 働者が 実際

に受 け とる(α,の の組み合わせ ばそれよ りい くらか 内部 の点 になる。例 えば,

勤続 年数か ら独立な部分か ら毎年毎年,訓 練費が.支出され る とす る と,図5.1

の よ うに等利潤 曲線 は下へ平行移動す る。

特殊訓練の場合,労 働者 にとって賃金以外 に関 して何 の利益 も残 らないのだ

か ら,労 働者 の企業 に対 す る λ に対応す る要求無 差別曲線 は変化 しない。訓

練以前の等利潤 曲線 の中で,.こ の無差別 曲線 と接 す るものの高 さ と,訓 練後 の

等利潤曲線の中で接す る ものの高 さと,ξ ち らが高いかに よって,企 業が訓練

をほ どこすか どうかが決 ま る。一般的 訓練 につ いて は,労 働 者 はその企 業 を

企業内訓練による

.等利潤曲線の拡大

、
、

訓練費を差 し引く

、
、
、
、

、

、

、
、

、

、

o わ

図5.1
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般 的訓練による

無差別曲線のシフト

o.う

図5.2

去 った後に も,習 得 した技能 は役立つわ けであ るか ら.つ ま り効用関数

・僻 ∬ 　一物 ・),・ 一耽 燃,

で他 企業 での賃金 躍 が上昇す るのであ るか ら,λ の効用水準 に対応 す る(α,の

に対 する要求無差別 曲線は原点 に向 って縮小す る ことにな る。図5.2を 参 照。

.そ の結果,特 殊訓練 に比 らべ接 点 は原点 に近 くな り,勤 続期 間7が 短か くな

り,一 般 的訓練で は労働移動率 が高 くなる。 さらに離職 した後 に役立つ技能の

習得 と引 き換 えに訓練費を・..一部負担す る形 となる。

どちらの訓練 の場合 も,そ れが実行 され る時,α*を 低め,酵 を高 めて,年.

齢 ・賃金 プ ロフ ァイルの勾配 を大 き くす るのであ るが,こ れ はBecker〔11

の指 摘 と一致 している。

第3節 及び この節 におい て,雇 用の長期化(終 身雇用制〉 を大前提 に,企 業

内での賃 金 プロファイルの形状 について議 論 した。 そ して一般的訓練であれ特

殊訓練であれ,企 業 内訓練 の費用は,所 得 税 と同様 に企業が支払 う粗の コス ト

と労働者 が実 際に受 け とるネ ットの賃金 の差 として とらえられ ることを指摘 し

た6労 働者が長期 間,企 業 と契約 を結 び勤 め続 ける時 には,企 業が利潤極 大化

行動 を採 って いて も,あ らゆる時点で賃金が限界生産性 に等 しい ことは必 要で
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はない。つ ま り企 業を通ず る其時点 間の.所得の再配分が可能 になる。 この論文

で は,利 子率 との比較 において,よ りピラ ミッド型 の労働力年齢構成が年功賃

金的 な雇用契約を導 き出す ことが明 らか にな った。定年時 におい て,賃 金 〉限

界生産性 とな り,企 業 に とって労働者の強制的退職 が望 ま しくなる。 これは通

常 の企業内訓練のモデ ルと正反対で あって,Lazear〔5〕 と同 じ結論であ る。

Ohashi〔8〕 は2期 間モデ ルとい う制約の下で労 働者 の離職 と企 業の解雇

の問題 を含む企業内訓練 モデルを提示 して,企 業内賃金 プ ロフ ァイルの形状 を

議論 した。2期 間モ デルは労 働者 の雇 用期間の 決定が 出来 ない とい う欠点 を

持 ってい る。 この論文のモデルで は,.雇 用 働 続)期 間が内生 的に,雇 用契約

の解 として決定 され,モ デルの中で大 きな役割 を演 じてい る。Ohashi〔$〕

は,第2期 での離職を妨 ぐため賃金 プロフ ァイルは急勾配 になるが,労 働 者の

直面す る資本市場の不 完全性か ら賃金 プロフ ァイルは,消 費 パ ター ンに近い も

のに修正 され るとしている。.この結論 は小野.〔9〕 が,年 功賃金 の説明 として

熟練仮説 よ りも実証的に,相 対 的に優位であ ると した生活費保障仮説 に近い も

のになってい る。

以下,モ デ ル分析で 取 り扱 われ なか った 問題 を取 り上 げ よ う。小 池和 男

〔.4〕 は,一 国の生産力 を支 え る働 く人々の熟練がいか に形 成され るかが産業

.社会 のゆ く末 を決定す るとい う点 を強調 し,さ らに今 日で は,企 業 とい う組織

が 人の配分 を大 きく左右 し,熟 練 の形成 に取 り組んでいるので,企 業の労働力

の配置 とその規制の問題が もっ とも重要 にな って来 ると指摘す る。つ ま り,昇

進 と配置転換が今 日の熟練 を形成す る主要 な過程であ り,ど の仕事 につ き,ど

こへ次 に移動す るかが,.ど のよ うな熟練 を持つか を決める。 この論文のモ デル

分析で は,企 業内の労働者 への役割 は1次 元の直線 の上 に配置 され てい るだ け.

で あって,.実 体 に近い役割 の構造や それぞれ の役割 への人の配分が十分 に定式

化 されてい るとは とうてい言えない。今 まで の労働経 済学で は,賃 金体系 をた

んなるパ イ(生 産成果)の 配分 と考 えて来たが,.そ れ以上重要 な ことはいか に

して一国 の生産力 を支え る労働者 の熟練 を高め,パ イ(生 産成果)を 大 きく焼



年功賃金とヒックスの平均期間(73)73.

く.かなのである。企業 内訓練 もモデル分析で は,き わめて簡単 に扱 ったが,昇

進 と配置転換 のメカニズムとともに より具体 的な もの に近い形で定式化すべ き

であろ う。

VI結 語

この.論文では,労 働経済学固有の問題である年功賃金と資本理論 という経済

理論上の問題である平均期間という2つ の主題が取 り扱われた。 こうなった原

因は,年 功賃金を説明する1つ のモデルを検討する過程においてヒック.スの平

均期間の概念が重要な役割を演ずることが判明 したからである。年功賃金に関

.して平均期間の概念が出て来た理由は,1次 式で定義された年功賃金を通 じて

労働者 と企業の問で,労 働者の賃金の受け取 りと企業の賃金の支払いの発生す

る時点が契約期間の中の,よ り初期時点に近い時点にウェイトがあるのか,.よ.

り定年に近い時点にウェイトがあるのかの配分の問題が存在す るか らである。

もちろん,定 年に近い時点にウェイ トがあるのが,よ り年功的な賃金体系であ

る。言い換えれば,終 身雇用制の下では労働 はス トックとしての,資 本理論の

対象となる人的資本として存在 しているのが理由であるとも解釈で きる。
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